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【 講演 】
戦後日中関係史から学ぶ ― 周恩来「民を以て官を促す」方針提起の意義と背景
講師　西園寺 一晃先生（東日本国際大学客員教授）
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今日お話しさせていただくのは、歴史の流れ、主に1945年から1972年の国交正常化までの歴史の流れです。
歴史は分断できない。今は過去の歴史の延長線にあり、将来の歴史は今の延長線にある、続いている。続く流れの中で歴史を知って、歴史を認識して、その歴史から何を学ぶかということだと思います。ただ、今日は、何を学ぶべきか、そんな生意気な話はしません。何を学ぶかは一人ひとりの問題。
今の日中関係を打開するには、歴史に学ぼう
司会も話していましたが、高市首相の「台湾有事」の発言から日中関係の針は止まってしまいました。止まるどころか、逆回りを始めた。ある人は、日中関係は「国交正常化」まで戻ったと言います。私は、1950年代末から1960年代初めまで逆戻りしたように思います。これからどうなるのか、打開の方法、可能性は、私は、１つのヒントは大きな国際情勢の変化の中で辿ってきた日中関係の歴史にあると思います。それは、これまで日中関係は山あり谷あり、多くの困難に遭遇し、幾つもの大きな障害に阻まれてきました。しかし、日中両国の心ある人たちは、どんな時でも傷つき、倒れながらも、困難を克服し、障害を取り除き、命を賭けて両国関係を守ってきた。今は、その努力を我々がやらなければならない。そのためには、我々は先人から学ぶ、より良く先人から学ぶためには、この間日中両国が辿ってきた道のりを知り、認識しなきゃいけない。
まず初めにお断りしておきます。話の中で各国の政治指導者の名前場出てきますが、初めだけ肩書をつけますが、それ以降は肩書、敬称を省略します。
　　かつて周恩来総理はこう言った。「我々が歴史に学ぶのは、成功の歴史を自慢したり屈辱的な歴史から憎しみを募らせるためではない。我々が歴史に学ぶ目的は、その経験と教訓から学び、それをこれからの歴史創造に役立てるためだ」。
歴史は分断する事が出来ません。歴史の流れの中で物事を見ることは、歴史を正しく認識し、それを将来のために役立てる上で重要です。
長い日中関係史の中で1945～1972は　「空白」 の27年間 
1945年戦争の終結から日中国交正常化の1972年まで、この間は特別な意味があります。
１つ目は、日中関係の歴史は2000年あると言われていますが、長い日中関係史の中で1945年から72年までの27年間、「空白」なんです。ほとんど研究されていない、ほとんど定論がない。ただこの間の日中関係史を本当に研究するためには、両国の学者が、専門家が一緒に研究しなければなりません。その条件が今ない。どうしてか。日本側にはあの戦争の総括がまだきちんとされていない。高市さんは、今でこそ言わないが、総理になる前に「あの戦争は日本にとって自衛の戦争だ」と言った。「自衛の戦争」と言うのは「正しい戦争」と言うことです。そういう言論がまだまだ政治家の中にある。あの戦争についてきちんとした総括はされていない。
あるいは、東京裁判と米国の日本占領の評価、冷戦の中で日本が果たした役割の評価、日本国憲法と戦後の日本の再軍備の関係や評価。それらが曖昧なまま通り過ぎて来た。
中国側も同じです。中国側もこの間のシンプルな研究、突き詰めた研究をするには、毛沢東の評価、鄧小平さんが改革開放を始めた時に、彼は、頭の良いひとですよ、2つの問題を封印しました。１つは徹底した突き詰めた毛沢東の評価。これを封印した。これをやりだしたら中国共産党は分裂する。今でも100％毛沢東を崇拝している人はたくさんいます。100％近く否定する人もたくさんいます。特に文化大革命。これを突き詰めてやったら大混乱です。もう１つ封印したのは「中ソ論争」です。あとから出ますけど、1960年代中国とソ連は激しく対立した、論争した。その論争の内容の評価、これを封印しました。はっきり言うと、当時中国が修正主義だと批判した、ソ連がやってきたこと、市場経済の導入、それの何十倍かのことを今中国がやっている。時代背景は違いますが、これを突き詰めていったら、大変なことになります。だから、頭の良い鄧小平さんは、この２つを封印したのです。
当時は冷戦下、日中国交未回復で、日本政府は基本的に「中国敵視」政策
この時期の、重要な２つ目は、冷戦という条件の下で、日中国交がまだできていない。その時の歴代の日本政府は、基本的に「中国敵視」政策を採っていました。中国では、長年に渡る日本の侵略の中でひどい目に遭った。中国の社会の中では、日本憎しという感情が渦巻いている。こういう中で、中国も日本も、心ある人たちは、日中の和解、関係正常化を目指す。これは難しいことです。国交正常化は政府しかできません、民間はできません。しかし、日中間には民間外交というのがあった。日本と中国の関係は他の国の関係とは違う。一般的にいうと、二国間関係というのは、正式に国交正常化して、２つの国が仲良くなって、それから民間交流が始まるのです。しかし、日本と中国の場合は逆。非常に長い、困難に満ちていたけど、非常に長い、必死の、長く熱い民間交流があった。その延長戦上に国交正常化があった。この民間交流の積み重ねというのは、大きく田中角栄の背中を押したのです。この民間交流がなければ、なかなか国交正常化は難しかった。つまり、国交正常化前から、日中関係は政府間の外交と民間外交が、この２つが絡み合って、お互いに作用しながら、時には対立しながら、日中関係を推し進めてきた。
世界史の中の前史　 列強の誕生からアジア進出、植民地化
ちょっと横道になりますが、やはり、こういう日中間の歴史を考える前に、世界史の中の前史を学ぶ必要がある。これは皆さん十分ご存じなのですが、掻い摘んで言うと、18世紀から19世紀にかけて、世界は大きく変わりました。特に欧米、ヨーロッパ、西ヨーロッパ。長く続いた、非常に厚い壁を破って、封建主義の壁を破って、新しい制度が生まれた、資本主義です。それは政治革命と産業革命、２つの革命によって行われた。その中で科学技術が飛躍的に発展し、それが経済を飛躍的に押し上げ、その結果、大変強い軍事力が生まれる。そして、当時は大英帝国を筆頭に、非常に強い、経済的にも軍事的にも政治的にも強い国がいくつか生まれた。列強です。この列強が対外進出、植民地争奪になります。植民地から富と資源を奪い取って、さらに自分は強くなる。彼ら列強が目指したところ、植民地は非常に立ち遅れた地域、アジア、アフリカ、南米です。先ずアジアには英国がやってきました。インドを征服し植民地化した、さらに東へ向かって中国、「アヘン戦争」を仕掛けて、中国を征服、中国では、植民地、半植民地という言葉が使われているが。「アヘン戦争」はどうして起こったか。もちろん英国はインドを征服し、中国を征服しようと思った。いきなりはできない。先ず英国は中国と貿易をやった。当時英国は中国から買うものはたくさんあった、一番大きなのはお茶、絹織物とか。中国は英国から買うものは何もない。今でいう英国の貿易赤字です。それを埋めるために英国はアヘンを持ち込んだ。当時でも、アヘンは亡国の毒薬です。英国では、作るのも、持つのも、使用するのも禁止。これを中国に持ち込んだ。作るのを禁止なので、英国では作らない、どこで作ったかというと、インドで作った。植民地であるインドで作って、それを中国に持ち込んだ。中国にはたくさんのアヘン窟ができました。亡国の薬、麻薬。当然中国、清朝の腐敗した役人の中にさえ、まして愛国心のある役人はこれを放置する事は到底できなかった。アヘンの流入を禁止し、入ってきたアヘンは焼き払った。それを怪しからん！と言って、英国は攻めてきた。当時の清朝政府はあっという間に負けてしまった。そして、やられた方が戦争賠償を払う。そして英国は香港を取上げた。
植民地化を免れた日本はアジア侵略の道へ、日清戦争と日ロ戦争を経て軍事大国化、
　この欧米列強の進出、植民地化、インドがやられ、中国がやられ、この列強の魔の手は日本にも迫る。黒船、アメリカを始め列強が日本にも押し寄せてきた。インド、中国は列強の植民地、半植民地になりました。ところが日本は列強の植民地にならなかった。どうしてか。もちろん島国で、海があるので、来るのが大変だという地政学的なこともあります。しかし、決定的なのは、日本がどうして列強の植民地にならなかったかというと、日本が自己変革したから。日本は「明治維新」という自己変革をした、そして、日本は近代国家として生まれ変わりました。これはとても良いことです。徳川300年の鎖国を打ち破って、封建制を打ち破って、近代国家、藩をやめて県にした。日本国は統一した。そして日本は国を開いて、海外からたくさんのものを受け入れて学んで、急速に力をつけていった。
その時、日本という国の前には２つの道がありました。１つは列強にいじめられているアジアの国と連携して、彼らと共にアジアの独立と繁栄を確立していく、この考え方は当時の自由民権運動の中にあります。これは自由、独立、平和への道です。もう１つは日本が富国強兵をして、列強の仲間入りをして、列強と共に植民地争奪に参加する。これは富国強兵、軍国主義への道です。アジア動乱の道、日本破滅の道です。明治維新を終わった日本は、近代化、強大化した日本は、残念ながら後者の道を選びました。
そして日本は日清戦争（1894年）と日ロ戦争（1904年）を経て軍事大国となります。そして列強の仲間入りをして、植民地争奪戦に参加し、朝鮮半島、中国、アジア全体に対する全面侵略が始まります。当然そのために日本国内では軍国主義体制を敷きます。
　少し長くなりましたが、これが前段です。ここからが本題に入りたいと思います。
1945年 第２次世界大戦終結　 結果 日本軍国主義はアジアの抗日戦争に敗れ、連合国にも敗れた
　日本には、これに関して歴史教育の問題があります。日本にとって、米国をはじめとする連合国との戦争、第２次大戦は1939年から、太平洋戦争は1941年から。日本の教育の中で、あの戦争は日本とアメリカの戦争、あるいは日本と連合国との戦争。そうですか？　その前に、日本の軍国主義が強大になって、朝鮮半島、中国、アジアを侵略していく、これは侵略であって戦争ではない。アメリカと日本の戦争は、もちろん真珠湾攻撃のようなこともありますが、日本とアメリカが宣戦布告をして戦争を始める。朝鮮半島の侵略、中国の侵略、アジアの侵略、一方的に侵略した。それに対して、当然のことながら、朝鮮半島の人たち、中国の人たち、アジアの人たちはレジスタンスをします。武器を持って立ち上がって、抗日戦争をする。これが所謂第二次大戦、太平洋戦争の前にある。その部分を一緒に考えないと、あの戦争は理解できない。
　　しかし、今の教育からすると、私は朝日新聞を定年退職してから、私はいくつかの大学で10年くらい若い人たちと付き合いました。その時非常に驚いたのは、今の学生、若者は歴史を知らない。特に現代史を知らない。多くは「山東出兵」も知らない、「満州事変」も知らない、「上海事変」も知らない、「満州国」傀儡政権も知らない、「７・７事変」（盧溝橋事変）も知らない、「７・３１部隊」も「南京虐殺」も知らない。つまり我々がよく問題にする「歴史認識」以前の問題なのです。「歴史認識」というのは、歴史の事実を知って、その歴史をどう見るか。それを知らないんだから、「歴史認識」以前の問題なのです。
さて、戦争が終わった。日本軍国主義は敗れた。日本軍国主義はアジアの抗日戦争に敗れた。と同時に連合国にも敗れた。この２つに、とにかく敗れた。
戦後 のちに両国に大きく影響した3つのこと：
１.冷戦の開始 ２.米軍の日本占領 ３.中国大陸における「国共内戦」勃発 
戦争が終わった時に、日本、中国、あるいは日中関係にとって大きな影響を与えた事態が３つ起きます。１つは冷戦です。２つ目は連合軍の名を借りた米軍の日本占領、３つ目は中国大陸で「国共内戦」が起った。
1.冷戦　先ず、第一は冷戦です。ホットな戦争は終わりました。ホットな戦争の終結はクールな戦争の始まりでした。世界は３つの陣営に分断されました。１つ目は米国を中心とする「西側陣営」、２つ目はソ連を中心とする「東側陣営」、３つ目はこの両方ともと同盟を結ばない中立の「第三世界」。当時の第三世界、非同盟諸国の旗手は、エジプトとインドネシアとインドです。エジプトのナセル、インドネシアのスカルノ、インドのネルーです。
その冷戦で何が起きたか？激しい軍拡競争です。そして戦後の軍事は質的に変わった。それは核兵器の登場です。核兵器は人類滅亡兵器。もし次に第3次世界大戦が起れば、これは「勝者のない戦争」、敗者は人類、つまり人類滅亡の戦争。これが冷戦の恐ろしいところです。ある意味では理解できるところもある。西側陣営と東側陣営が激しく対立した。下手したら相手にやられちゃう。相手がピストルを持ったら自分もピストルを持たなきゃいけない、相手が機関銃を持ったら自分も機関銃を持たなきゃいけない、相手が大砲を持ったら自分も大砲を持たなきゃいけない、相手が核兵器を持ったら自分も核兵器を持たなきゃいけない、どんどんどんどんエスカレートする。そういうことです。
２.米軍による日本占領　日本軍国主義の根絶　２つ目は連合軍に名を借りた米軍による日本占領。日本はアメリカに占領されて主権を失いました。日本の主権が戻ったのが1952年、それまで占領です。
当時、アメリカの日本占領政策は非常に明確でした。それは日本で日本軍国主義体質、根っこを「根絶やしにする事」です。米国は日本軍国主義の復活を怖れていた。日本兵というのは、天皇陛下万歳で、命も捨てて突進していく、給料も払っていない。これはアメリカにとっては恐ろしいことです。日本において、軍国主義の全てを根絶やしにする。そのために、アメリカは日本で主に４つの事をしました。
⓵米国式民主主義を日本に持ち込んだこと。言論の自由、結社の自由、デモやストライキの自由、自由選挙、
男女平等。これらは軍国主義の真逆にあるものです。制度や国民の意識の面から軍国主義を根底から取り去るということです。
⓶東京裁判。主に軍人の戦犯を裁き、政治家の戦犯は日本支配のために残しておいた。連合国による国際裁判は２つあります。「東京裁判」は日本軍国主義を裁いた、もう１つの「ニュルンベルク裁判」はナチスドイツを裁いた。東京裁判は事実上米国による、米国のための裁判。ところが「ニュルンベルク裁判」は連合国各国の主張を取り入れ、比較的公正に運んだ。「東京裁判」はそうではなかった。例えば、今まで蓄積された資料を全て米国に提供する事を条件に「７３１部隊」は裁かれなかった。当時の所謂「支那派遣軍（関東軍）総司令官」、中国侵略の一番の親玉です、岡村寧次は裁かれないで、米国によって1949年から約20年間蒋介石国民党軍の最高軍事顧問となった。また「９・１８事変」（満州事変）の関東軍総参謀長の板垣征四郎と共に主導し、満州国の成立に深くかかわった石原莞爾も東京裁判で裁かれなかった。こういう致命的欠陥はありましたが、日本軍国主義を捌いたことには意義があった。なお、今でも政治家の一部、右翼の一部は「南京虐殺」はなかったと言う。しかし東京裁判では、きちんと認定されています。日本軍による「虐殺、強姦、略奪が広範囲に行われた」と明記されています。
⓷軍国主義的な「大日本帝国憲法」を廃止し、新たな憲法を日本に与えた。今の日本国憲法、平和憲法といわれる今の憲法です。この憲法に米国の日本占領政策の目的が非常に深く反映されている。憲法９条、前文と２つの内容です。１つはすべての軍事力、つまり日本は軍隊保有権の放棄。日本は軍事力を持ってはいけない。これが１つ。次は、参戦権の放棄。日本はあらゆる戦争に参加してはいけない。軍事力を持たず、戦争に参加せず。これが事実上アメリカが日本に与えた憲法で、それによって軍国主義は二度と立ち上がれないようにした。
⓸軍国主義的教育の廃止。軍国主義思想を持つ教師の追放です。同時にアメリカは日本の若い優秀な人材を「フルブライト資金」を作って、大量に米国に留学させ、軍国主義でない日本の建設と、アメリカとの橋渡しにした。
　余談ですが、アメリカの対外援助というのは特色がある。例えば、日本が戦後豊かになってODA(政府開発援助)を中国にも東南アジアにもしてきました。普通は援助というのは、インフラ整備したり、道路を作ったり、空港を作ったり。アメリカはそういうことはしない。アメリカの援助は全部人材投資です。特に若い人材、奨学金で連れてきて、勉強させて帰国させ、彼らがその国の政治、経済を支え、米国との「架け橋」となる。これがアメリカの世界戦略の１つの重要な柱です。
　さて、先程申しましたように、戦後、戦争が終わって、日中関係にとって大変重要なことが3つある。１つは冷戦の開始、もう１つは米国の日本占領。
３.中国大陸における「国共内戦」の勃発　3つ目は、中国大陸における「国共内戦」の勃発です。日本の膨大な侵略軍がいた時には、時には国民党と共産党が手を握って共に戦った国共合作、しかし、敵がいなくなったら、途端に両者が分裂して内戦が始まった。
　当時の戦力は、残った資料を見ると、国民党軍は、米国とドイツの最新装備による400万の軍隊で、正規の空軍と海軍。一方の共産党軍は、ほとんど重装備もない、まともな空軍も海軍もない、正規の訓練を受けていない120万の「オンボロ軍隊」。毛沢東も言っています、中国の軍は農民が軍服を着たゲリラ。当時の国際社会では「この国共内戦は３か月で片が付く」と言われました。誰が見ても勝敗は明らかだった。
一方、日本を占領した米国は、冷戦に対応するためにアジア戦略を、世界戦略の中のアジア戦略を構築しなければならない。アジア戦略というのは、アジアに対ソ連、対東側陣営の「防波堤」を作る。この防波堤には、国共内戦で勝利するであろう「国民党の中国」に役割を与える、という戦略です。
共産党軍勝利で、米国はアジア戦略の見直し ―― 米国による日本の再軍備開始
ところが予想もしなかったことが起きました。「オンボロ軍隊」が世界最大の精鋭部隊を打ち破ってしまった。共産党軍が勝利し、社会主義中国が誕生し、当然新中国は東側陣営に属しました。
慌てたのは米国。全く当てが外れた。米国は冷戦に対応するためのアジア戦略の見直しをせざるを得なくなった。中国がだめなら、どこが防波堤にするのか。結局、対ソ、対東側陣営の「防波堤」になれるのは日本しかない。そこで米国の最大の矛盾が、ジレンマが。日本を対東側の防波堤にするには、日本が一定の武力を持たなければならない。米国は全ての武力を日本から奪い取った。これでは日本は防波堤にならない。つまり、新しいアジア戦略と対日占領政策の矛盾、新しいアジア戦略と日本国憲法との矛盾。米国は日本に一定の力を与えなければいけなくなる。何度も言いますが、日本占領戦略と冷戦対応政策の大いなる矛盾。日本国憲法と米国のアジア戦略との大いなる矛盾です。
　そして、済し崩し的に米国による日本の再軍備が始まる。1950年「警察予備隊」(武装警察)、1952年「保安隊」、1954年「自衛隊」。今の自衛隊は誰が見ても軍隊です。陸上自衛隊、海上自衛隊、航空自衛隊特と言っているけど、陸軍、海軍、空軍でしょ。世界の１０指に入る軍事力を持つ。つまりこの米国の日本占領、東西両陣営の対決、日本の防波堤化によって、日本には「軍隊でない軍隊」が存在する状況が生まれた。
　余談ですが、高市政権は日本の防衛費を2％まで上げる。ゆくゆくは3％から4％にする。今日本の防衛費は世界で10番目。一位米国、二位中国、三位ロシアで、10位が日本です。もしこれが2％になったら、単純計算すると、4位のドイツを抜いて、ロシアの次、世界4位になる。もし4％になったら、米国、中国、日本です。
「国民党敗残兵政権」承認、「日華平和条約」調印　話を元に戻します。東側陣営に属す中華人民共和国と、米国の冷戦対応の「防波堤」となった日本は、再び対立関係に入る。その結果、非常に不条理なことが起きる。内戦で敗れた、台湾に逃れた「国民党敗残兵政権」を全中国の代表として認め、認めざるを得ない、米国に追従して。1952年にこの内戦で敗れた「国民党敗残兵政権」と「日華平和条約」を結ぶ。つまり、中華人民共和国というのは、日本の中では法的に存在しないのです。
朝鮮戦争の勃発と台湾問題の発生
　一般的な国際的な常識というのは、内戦に勝利し、政府を組織した方を承認する。
中国は1950年6月に、最後に台湾を攻めて、最終的に全国を統一するという作戦があった。当時の台湾に逃げ込んだ国民党勢力は二択、力は圧倒的に違います、「最後まで抵抗し玉砕するか、戦わずして投降するか」のこの二択しかない。その時、米国の国内でも議論がありました。米国の国内では、国際慣例に則って内戦に勝利し、政府を構成した方を承認すべきだ、という方が多数でした。常識的なことです。
ところがそこに降って沸いたのが「朝鮮戦争」です、朝鮮戦争で中国とアメリカは敵対関係になる。米国は急遽、世界最強の第7艦隊を台湾に派遣して守る。当時の内戦に勝利したばかりの中国共産党軍には、ろくな空軍もロクな海軍もない。これでは、台湾海峡を渡って、世界最強の第7艦隊とは戦えない。そして「台湾問題」が生じました。台湾問題というのは、内戦で敗れて台湾に逃げた方を、米国が軍事力で守った。それによって生まれた。
中国の対日正常化活動始動　―― 日本政府への3つの正常化シグナル:
１.中国大陸残留邦人の帰国への支援 ２.戦犯、捕虜の釈放と帰国 ３.日本への直接の呼びかけ
冷戦の深化、激しい軍拡競争は中国にとって不利でした。中国は、長い間の戦争によって破壊され疲弊した中国の国土、経済を立て直さなければいけない。そのためには平和的環境が必要だ。中国が日本との正常化を目指すという政策を決めたのは1950年代の初めです。中国の周辺諸国の中で、最も中国にとって危険で、力があって、だからこそ正常化をすべきなのは、まず日本です。
そこから、中国の対日正常化の活動、方策が始まります。まず中国は日本政府に対して3つのシグナルを送りました。我々は日本との関係を正常化したい、正常化しようじゃないかというシグナルを3つ送りました。
１つは、戦争によって中国に取り残された残留邦人の帰国問題、２つ目は、戦争だから捕虜がいる、戦犯がいる、中国に捕まった日本軍の捕虜、これをどうするか、３つ目は、中国が日本へ直接に呼びかける。
１.中国大陸残留邦人の帰国支援　1952年、中国政府は声明を発表しました。中国には戦争によって取り残された日本人、邦人がたくさんいる。彼らは皆帰りたい。その人たちが日本に帰りたいならば、中国は全面的に支援する。安全に祖国へ帰るのを支援する。日本の政府はこの人たちを迎えに来てください。日本政府は最大のジレンマに陥った。日本政府は台湾の国民党敗残政権を承認した、あれが中国。中華人民共和国は存在しない。大陸に邦人を迎えに行くためには、北京政府と交渉しなければならない、できない。日本の政府は東南アジアや南方諸島などに行った日本人が帰るのを手助けしているが、中国大陸だけやってない。
そして、中国大陸に戦争によって取り残された日本人は、日本国から2回捨てられるんです。1回目棄てられたのは、所謂満蒙開拓団みたいに中国に連れていかれた、主に農民です。開拓じゃない、開拓というのは荒れ地を開墾する。中国の農民がいるところを中国の農民を追い出して、そこに日本の農民を入れるわけです。そういう人たちがたくさんいた。でも、当時は関東軍がいたから守られていた。戦争末期になって、日本の敗色が著しくなった。ソ連軍が入ってくると、大陸からまず逃げたのが、満州国の役人たち、次は軍のお偉方が逃げた。日本の関東軍は全部撤退した。一部は日本に、一部は鴨緑江を越えて、今の北朝鮮へ。あっという間に撤退した。それを満蒙開拓団などという、日本から連れてこられた人たちは何も知らなかった。ある日目が覚めたら、関東軍がいなくなっていた。そして、ソ連軍が雪崩れ込む。残った人達、軍は逃げちゃった、若い男は皆徴用されて、連れていかれる。残ったのは女性と子供と老人。この人たちのところにソ連が入ってくる。悲惨な逃避行が始まる。たくさんの人が死にました。これが1回目。
2回目に捨てられたのは戦後です。中国政府が、残留邦人の人たちが安全に日本に帰るのを支援しますと言っても、日本の政府は何もできない。そしてまた大陸に残された日本人は国から棄てられた。しかし、現実にたくさんの人が戦争によって取り残されている。大陸に残っている。皆帰りたい。祖国には、親もいる、親戚もある、友達もいる。当然です。
　中国は、日本政府が全く反応しない、中国は日本の民間団体がその役割を担うことを承認した。もともと政府がやるべきことをやったのは、日本赤十字社、日中友好協会、平和連絡会、この３つの民間団体が、政府がやらないからやった。そして1953年から残留邦人がどんどん帰りだします。日本から迎えに行った船がどんどん舞鶴に入ってくる。
２.戦犯、捕虜の釈放と帰国支援　次に中国が日本にシグナルを送ったのは1954年、中国には戦争で捕まった捕虜、戦犯がたくさんいた。この人たちを全部釈放します。これも日本の政府は迎えに来られない。これも中国の政府の全面支援の下やったのは日本赤十字社、日中友好協会、平和連絡会がやった。
３.日本への直接の呼びかけ　次の中国のシグナルは1954年：周恩来総理が中国の政治協商会議上で日本に対して呼びかけた。交渉しましょう！テーブルに着きましょう！日本と中国の関係を正常化するために話し合いましょう！
同じ時期に1955年：在ジュネーブ中国総領事、日本総領事に書簡を送ります。日本と中国の関係を正常化するために、話し合いのテーブルに着きましょう！日本の政府は全部無視しました。ジュネーブの総領事が日本の総領事に書簡を送った。これは正式な外交文書です。日本の国会で問題になる、こういう文書が中国から出ている。どうするか。日本の政府は、そういう文書はありませんと答えた。これが当時の状況です。
1956年、鳩山一郎内閣の日ソ国交正常化で冷戦に風穴が開いた
しかし、1956年に世界があっと驚く、危険な冷戦構造に風穴を開けることが起きた。それは日本の鳩山一郎政権がソ連と国交正常化を果たした。冷戦です。ソ連は東側の親玉ですよ。米国や日本にとって冷戦の中で最大の敵です。このソ連と日本が国交を正常化した、鳩山一郎内閣は相当勇気があった。
この時に日本の国内で大きな世論が沸き起こった。それは、中国の政府が残留邦人、残留捕虜など全部解放して、日本に帰してくれた、この感謝の気持ちがあります。そこに日ソ国交回復ですから、「次は日中だ」、「いや、むしろ日ソより日中の方が先だったのでは？」の世論が巻き起こる。
石橋湛山政権誕生（1956）　「日中国交正常化早期実現」を公約したが２か月の短命政権に終った
鳩山一郎さんは、苦労し苦労して日ソ国交回復をやって、疲れ果てて退陣しました。そのあとのポスト鳩山を争ったのは二人です。一人は当時の自民党の中の最もハト派であった石橋湛山、もう一人は最もタカ派であった岸信介です。石橋湛山の公約は「日中国交正常化早期実現」。岸信介の公約はこれを真っ向から反対の「台湾防衛」。結果石橋が勝った、石橋政権ができた。「これで日中国交正常化はできる」石橋総理はやろうと思ってそう言った。しかし、皮肉なもので、石橋は病気で倒れます。たった２か月の短命政権でした。
岸信介政権（1957 – 1960）　中国敵視政策　「台湾防衛」 「大陸反攻」を公然と支持
そして次に出てきたのは岸信介政権。ハトが倒れタカが出てきた。これでまた日中関係はものすごく変わります。私が、今の状況が当時の状況に似ているという意味は、当時の状況は石橋が倒れ強硬な岸が出てきた。今は石破が倒れ強硬な高市が出てきた。当然日中関係は変わります。もちろん当時はまだ国交はなかった。岸政権ができたのは1957年です。岸信介という人は、安倍晋三さんの母方の祖父。岸信介は東条英機内閣の商工大臣で、満州国の総務と産業を握っていました。当時関東軍が中国に雪崩れ込んでいって、所謂満蒙、「満州国」をでっちあげた。当時所謂満州、現在の東北、満州で圧倒的に実力を持っていた日本人は5人いる。圧倒的な力と影響力。「二キ三スケ」と呼ばれた。２つのキ、３つのスケ。二キは東条英機と星野直樹。東条英機は皆さん知っています。星野直樹は大蔵官僚で実業家、所謂満州国の総務長官。三スケは岸信介、鮎川義介、松岡洋祐。鮎川義介は日産コンツェルンを率いた実業家で、政府、関東軍と一体で満州の重工業化と資源開発を一手に握った。松岡洋祐は南満州鉄道、所謂満鉄の総裁として、満州の交通網を一手に握った。第２次近衛内閣の外務大臣として、日独伊３国同盟締結をした人です。戦後、岸信介はＡ級戦犯容疑者として捕らえられました。巣鴨刑務所に入っていましたが、どういうわけか不起訴になって、釈放された。そして米国の後ろ盾で政界に復帰した。事実上のＡ級戦犯が一国の総理大臣になるなんて、前代未聞です。日本人の恥です。そういうことで、石橋が倒れて、岸信介政権ができた。
岸信介政権になって、主に中国のことで、３つの大きなことが発生した。
１.「大陸反攻」支持　１つは、岸首相は首相になるとすぐに台湾に行きました。台湾に行って「大陸反攻」を公然と支持した。大陸反攻というのは武力で大陸を取り戻すということです。これを公然と支持した。
２.劉連仁事件　２つ目は、1958年劉連仁事件が起きます。（説明していると時間が長くかかりますので、年表にあるので、劉連仁事件、ネットで調べてください。）中国東北部の農民で、1944に関東軍の農民狩りに遭って、捕まって、強制的に日本に連れてこられて、炭鉱で鉄条網に囲まれて働かされていた。この人が耐えられなくなり仲間と逃げたが、脱走した彼以外は捕まり殺された。彼は山に逃げた。真冬は零下30度、ここで13年間生き延びた。だから彼は戦争が終わったことも知らなかった。1958年に日本の農民が山に入って発見して、救出した。少なくとも日本政府は人道的にも手厚く対処すべきを、日本政府は強制連行などない、こういう人はいないということで、人道支援もしなかった。これをしたのは友好団体と華僑です。手厚く保護して、病院に入れて、検査をして、中国に送り返した。政府は何もやらない。政府の見解は強制連行などない、従ってこの人はいない。
３.長崎国旗事件　３つ目に起こったのは、長崎国旗事件。これも掻い摘んでいうと、長崎の小さなデパートで、長崎の日中友好団体の人たちが小さな中国物産展をした。中国物産展だから中国の国旗と日本の国旗が立っている。外務省が中国の国旗を降ろせ、つまり日本は中華人民共和国を認めていないから、国旗を降ろせ！と。偉いですよ！デパートの人も友好協会の人も拒否。そしたら右翼が雪崩れ込んできて、中国の国旗を引き剝がして、踏みつけて…デパートの関係者と主催者の日中友好協会の人たちがその暴漢を捕まえて、警察に突き出した。警察は調べもせずにすぐ釈放した。
中国は全ての日中交流を停止 　「政治３原則」提起、しかし日本との正常化政策は変わらない
このいくつかのことが重なって中国は激怒します。特に岸首相の訪台。当時は日中国交がなかったけれども、民間交流は細々と続いていた。中国は全ての日中交流を停止し「政治３原則」提起。当時は国交正常化前だったが、日中間には細々とした民間交流はありました。民間貿易、民間文化交流、人事交流、すべてがストップしました。中国では陳毅さんという外相が声明を発表します。「日本がこれ以上中国敵視をエスカレートさせ、米国が核兵器を日本に持ち込み、中国に対し威嚇するなら、中国もその時はあらゆる方法で対処する、それには核兵器を含む」と。でも、当時中国は核兵器持ってないんですよ。その陳毅声明から6年後に中国は核実験に成功した。1964年。国交正常化はなかったけれども日中の様々な交流はあった。それが全部止まった。来る代表団が来なくなった。来ている代表団は全部引き上げた。
　実は中国政府も困っていた。日本との正常化、良い環境を目指す、政策は変わらない。どうしたらこの政策を継続させることができるか、頭を悩ませた。というのは、中国は革命戦争、抗日戦争、解放戦争、朝鮮戦争、ものすごく疲弊していた。経済がどうにもならない。当時の中国の人口は5憶4千万。この5憶4千万の人を食わせないといけない。それには全力を挙げて経済建設に取り組まなきゃいけない。そのためには、周辺諸国との平和的な環境が必要だ。
日本国内　民間では正常化への大きなうねり
岸政府の出現は中国にとって大きなマイナス。そういうような、国交正常化前だけど、日中間の危機的な状況の中で、日本で大きな動きがありました。
１. まず、岸政府の中国敵視政策に対して野党と労働組合が立ち上がった。集会やデモを行い、岸内閣の中国敵視政策を激しく糾弾した。当時の野党、今のような多党制でないから、社会党。社会党は一定の力を持っていた。選挙をすれば必ず1/3以上は獲得。この社会党は一貫して日中友好だった。労働組合、日本労働組合総評議会、総評、このぐらいしかなかった。これは社会党の後ろ盾。この社会党と総評が一緒になって立ち上がって、集会やデモをやって、国民に訴えた。こういう時代。
２. ２つ目は日本の各界の代表。野党、労働界、文化界、教育学術界、出版界、女性団体、友好団体、全部の団体のリーダーが集まって緊急会議を開いて、日中関係の打開の問題を話し合った。例えば、日中国交回復国民会議代表小畑忠良、立命館大学総長末川博、婦人団体連合会名誉会長平塚らいてふ、平凡社社長下中弥三郎、日中貿易促進会鈴木一雄、日中文化交流協会理事長中島健蔵などなど、各分野の錚々たるメンバーが集まって、日中関係の打開を話し合った。
３. そして彼らは連名で日本の国民に向けた「日中両民族の伝統的友好関係の危機に直面し、国民の皆様に訴える」というアピールを発表した。
４. そしていろいろな、経済、文化、労働、平和、婦人、友好、様々な16団体が共同して「日中関係緊急事態打開国民大会」を開き、デモ行進を行った。
５. 当時民間の反戦平和勢力、日中友好勢力などは、この状態を非常に深刻に受け止めた。この深刻に皆が考えるきっかけを作ったのは、今は女性団体というが、当時は婦人団体と言っていた、そのきっかけを作ったのは婦人団体だったんですよ。当時、平和とか、友好とか、文化運動、新生活運動などの分野で女性の活躍が目覚ましかった。その中で初めて中国から大型の「中国婦人代表団」が来る。日本の婦人団体は全部団結して、中国の婦人団体と一緒に友好を温める。これが、岸内閣の中国敵視政策で、来なくなった。訪日中止。その時に婦人団体の中で、ある種の議論が生まれます。それは、「原因を作ったのは岸内閣だ、しかし、我々の運動はどうしてこれを止められなかったのか、運動に欠陥があったのではないか、我々も反省すべきだ」という問題提起を婦人団体がした。それに対して、野党も含め、労働、文化、すべての団体がその問いかけに応えるために寄って議論をした。若い人は知らないかも知れないけれど、当時の本当に典型的な女性婦人運動の代表者、大山柳子、川崎なつ、羽仁説子、平塚らいてふ、丸木俊子、もう錚々たるメンバーですね。そして、一方では国民に訴えるアピールを出した。その一方で、平和団体、友好団体の人たちが集まって、発表した。それは「反省の書」と言われています。「我々は平和運動、友好運動をやってきた。しかし、岸内閣の暴走を止められなかった。ある意味で我々にも責任がある。これは当時「日中反省の書」と言われています。当時の各界のリーダーたちは本当に政治生命を懸けて、命を懸けて、日中関係の維持と発展を志向しました。
当時の日中友好運動はまさに命懸けであったのは、1960年、日中友好は大事だ！日中国交は早く実現すべきだ！という演説会が日比谷公会堂であった。そこで、当時の社会党の委員長の浅沼稲次郎さんが演説した、日中友好と国交正常化の必要性を説いた。そこに右翼の青年が壇上に駆け上がってきて刺した。即死です。つまり当時は命懸けだったのです。
中国はこの日本の民間の動きを見て対日政策を転換 ―― 「民を以て官を促す」
そういうことがあって、むしろこういう日本側の動きに呼応したのが中国だったのです。この日本側の動きを見て、周恩来が出してきたのが、「急がば回れ」。つまり、それまでは中国の対日政策の根幹はいかにして日本政府をテーブルに着かせるか、そのためにいかにしたらよいのか、だった。ところが、岸内閣の登場によって、それは潰えた。少なくとも当面は潰えた、不可能になった。ならば、どうしらよいのか。それならば、急がば回れ。各界、各層の民間交流を大いにやって、それを積み上げる、それが大きな力になれば、政府に対して圧力になる、これがつまり「民を以て官を促す」。だから多くの人は、中国が「民を以て官を促す」方針を出して、それに日本側が呼応したと思っているが、逆なんです。これは大した問題ではない。問題なのは、両方共が努力したということです。どうしたらよいのか、どうしたらこの事態を打開できるのか。それこそ命を懸けて見な考えたわけです。そして、日本でのこの様々な民間の動き、中国の周恩来が出した「民を以て官を促す」、これによって民間交流がどんどん増えていった。
池田勇人政権（1960 – 1964） 　「政経分離」　日中民間貿易に輸出入銀行を解禁、そしてLT貿易へ
これに「神風」が吹いたんです。1960年、岸内閣が安保闘争で収拾がつかなくなって退陣。次に出てきたのが池田勇人内閣。少し年配の方ならば、池田勇人と聞くと、頭に浮かぶのは「所得倍増」です。この池田勇人という人は自民党の党内で、極右と袂を分かって「宏池会」を作った。元々ハト派。池田の政策は、一言で言うと軽武装、経済第一、国民を豊かに、彼が出してきたのが「所得倍増」計画、所得を倍増する。もう１つの大きな政策は、対中国政策。岸内閣は敵視政策を進めたが、池田内閣の採った対中政策は「政経分離」。政治的にはまだ中国を承認しないけれども、経済、民間交流は大いにやっても良い。
日中民間貿易に輸出入銀行を解放 経済交流、民間貿易とか小さいけどあった、これを大いにやっていい。日中関係の中で、日中貿易は大きな位置を占めていました。貿易というのは、大々的に大型の貿易をやるためには、当時日中関係の貿易はクラゲを入れたり、海老を入れたり、甘栗を入れたり、その程度で、大したことはない。本当に大型の貿易をするためには、日本の、当時は輸出入銀行の融資です、輸出入銀行という日本の国策銀行があって、そこが融資をする、貿易を保証する、つまり国家補償です。国家補償したら、お互いに安心して大型の商談ができる。この輸出入銀行、輸銀というのですが、輸出入銀行を利用できるかどうかで貿易の質が変わってくる。それまで日本には「吉田書簡」というのがあった。かつて吉田茂大臣が米国と台湾当局に出した書簡がある。それによると、日本と中国の間では、細々と民間貿易があるけれども、我々日本の政府は、その民間貿易に一切輸出入銀行は使わせません。つまり大型はやらせません、ということです。岸内閣もこれを守った。ところが、池田内閣はこれを解放した。日中の民間貿易は輸出入銀行を利用してもOK。これはただ量の問題なのではなく、質の問題なのです。輸出入銀行というのは国策会社です。これを利用できるということは、この貿易が「純民間」から「半官半民」になったということでする。
ＬＴ貿易　この池田内閣の輸出入銀行使用許可OKの延長線上に、日中間では「ＬＴ貿易」ができた。「ＬＴ貿易」というのは、元々は、周恩来と松村謙三が話し合って、お互いに大いに貿易をやりましょう、松村謙三は高碕達之助に任せた。周恩来は廖承志という人に任せた。廖承志のＬと高碕のＴ、これを採って「ＬＴ貿易」という。そして、大いに貿易は発展していった。輸出入銀行を利用できるわけだから。
つまり、池田勇人の出現と、周恩来の「民を以て官を促す」、これによって、貿易を含め、日中の民間交流、文化交流は大いに進んだ。民間交流は花盛り。これが各界、各層に広がる。１つだけ例を挙げると、例えばスポーツ界で卓球というのがある。中国と日本が卓球交流をやる。これが、やがては「乒乓ping pang外交」ということで、日中間を動かしただけでなく、米中間も動かした、米国と中国の関係さえも動かした。
　このように60年代に入って池田内閣になり、日中関係は比較的スムースに推移し、岸内閣時代の危機は脱した。しかし、その一方で、国際情勢は非常に厳しいものだった。キューバ危機が訪れます。皆さんご存じのように、キューバ危機というのは米国とソ連の間で核戦争が始まる寸前だった。当時の米国はケネディ、ソ連はフルシチョフです。この二人がすでに核のボタンを解除して、手に掛けた。こういうキューバ危機が冷戦下であった。
　この「ＬＴ貿易」は事務所をお互いに東京と北京に設置するわけです。これはやや大使館的な役割も果たした。だから日中の国家間関係も少し半官半民に傾いていった。そして、この「ＬＴ貿易」のLT事務所の努力で、1964年日中ジャーナリスト記者交換協定が締結される。
日中関係がスムースに発展していったのは、1964年の中国とフランスの国交回復が追い風となったこともある。
佐藤栄作政権（1964 – 1972）  「中国敵視」政策、「吉田書簡」復活　日中関係は再び厳冬期に
しかし、日中関係は山あり谷あり。また再び厳冬期に戻る。それは、池田政権が退陣して、次にできたのは佐藤栄作政権の樹立です。佐藤栄作さんは岸信介さんの実弟で、岸信介は岸家に養子に行ったので岸と名乗っているけど、これがまた自民党内の最タカ派。再び佐藤政権は「中国敵視」政策を採り、「吉田書簡」が復活する。輸出入銀行は使わせない。ですから、当時進んでいた大型商談は全部だめになりました。例えば、ニチボーのビニロンプラント、日立造船の貨物船など全部だめになった。民間の友好交流も大きなダメージを受ました。佐藤栄作首相は長期政権で、３回米国に行っている。1965年佐藤・ジョンソン会談、1967年佐藤・ジョンソン会談、1969年佐藤・ニクソン会談。3回とも共同声明が出て対中国強硬政策。中国を絶対封じ込める、中国を国際社会に出さない、と中国に非常に強硬。こうして、日中関係は一気に元に戻りました。
中国が苦しい時代に命懸けで日中関係を支えた日本の各界のリーダーたち
　こういう風な、国際情勢もキューバ危機のような情勢も、日中関係も悪くなる中で、東側陣営の中で大きな変化が起こります。１つは、中国で文化大革命が始まる。極左勢力の影響が強まり、周恩来外交にブレーキが掛かる。もう１つは、中国とソ連が分裂し、対立し、限定的ながら武力衝突が起きた。１つは新疆ウイグル自治区の中ソ国境地域、もう１つは北のウスリー江の中州の中国名珍宝島、ソ連名ダマンスキ―島。そこで武力衝突が起こる。
その時の中国は、文化大革命の中で、経済はガタガタ、破綻寸前。米国とソ連という２つの「超大国」と対決している。同時に周恩来が守ってきた対第三世界との外交も崩れてくる。第三世界との関係も悪化してくる。中国が最も苦しかった時期です。
日本の友好もかなりダメージを受けます。急速に萎んでいく。でもたくさんの有識者、各界のリーダーたちが何とかして日中関係を支える。ということで、命懸けでやってきたのも事実です。たくさんいます。私はここで、たくさんいる中の二人だけ挙げたいと思います。
　一人は宇都宮徳馬さん。後に日中友好協会の会長になります。衆議院議員、政治家。彼はそういう最も厳しい中でも、我々に常に言っていたのは、米国の反中性、中国の反米性をあまりに過大に見過ぎている。世界は動いている、米中関係も変わる。
　もう一人は創価学会の池田大作さん。この人は1968年、最も冷戦が厳しく、最も文化大革命が激しくて、中国が一番厳しい時、学生部総会で中国提案をしています。中国と国交正常化せよ！中国を国連に復帰させよ！中国との貿易を大々的に行なおう！今でこそ当たり前のことですが、当時は大変ですよ。当時は日本政府の方針に違反し、米国政府の方針に違反し、これはいつ何時右翼から殺されるか分からないですよ。でも、こういう人たちがたくさんいた。後に、周恩来が、日本の松村謙三や石橋湛山と同等に宇都宮徳馬、池田大作を評価し、感謝したのは、中国が最も苦しかった時期に、身の危険も顧みず、中国の正当な地位を明確にし、手を差し伸べた。日中友好の旗を降ろさない。
世界を揺るがす出来事は 「ニクソンの焦りと、毛沢東のため息から生まれた」
しかし、世界情勢は段々厳しくなってきます。米ソ対立、米中対立だけじゃなくて、そこに中ソ対立が入ってくる。世界は底の見えない「泥沼」にハマって行くように見えました。その時中国は既に核保有国になっています。けれども、米中の力関係はあまりにもかけ離れている。やはり世界は２強でした。
　ただこのようにどうしようもない世界の危険の中で、世界を大きく揺るがすような出来事が水面下で進んでいた。この大変化は一言で言えば「ニクソンの焦りと、毛沢東のため息から生まれた」と言えます。
米国　当時の米国、ニクソンの状況はジョンソンから非常に重い荷物を背負わされていた。それはベトナム戦争。米国は最大53万人の軍隊を投入した、核兵器以外、化学兵器を含めて全ての武器を使った、それでも勝てない。米国の若者の犠牲者が増える。米軍の中で厭戦気分が深刻になってくる。あの戦争に耐えられなくて麻薬を吸う兵隊がたくさん出てきた。精神を病む兵隊がたくさん出てきた。もう１つは、米国を含む世界規模での「ベトナム反戦運動」が巻き起こった。これは米国にとって大変なボディブローですよね。
しかし、もう１つあった。もう１つが米国にとって一番の悩みだった。米国というのは世界各地に基地を置いて、それぞれの地域を全部抑える。ある意味で、良くも悪くも世界国家です。その米国にとって、一番大切な重要な地域はどこか。もちろん第一は本国、米国本国。2番目に大事なのはヨーロッパ、西ヨーロッパ。どうしてか。西ヨーロッパには米国を中心とした北大西洋条約機構・NATOという軍事ブロックがあって、もう一方にはソ連を中心としたワルシャワ条約機構という軍事ブロックが対峙している。ベトナム戦争が始まる前は、このNATOとワルシャワ条約機構の力関係は大学生と小学生、圧倒的にNATOが強かった。しかし、米国がベトナム戦争という泥沼に足を踏み入れて、消耗戦を強いられている期間に、この力関係が変わってきた。少なくとも、地上で対峙したら、航空機と戦車の数はワルシャワ条約機構の方が上。このままいけば力関係は逆転する。米国は早くテコ入れをしなきゃいけない。
そこでニクソン大統領は決断します。米国の軍を守り、米国の本国を守り、米国の一番大事な西ヨーロッパを守るために、米国は南ベトナムを棄てる、足を抜くという結論でした。しかし１つ問題がある。米国はベトナムから足を抜くけれども、その空白地帯に最大のライバルであるソ連が入ってくるのは防がなければならない。それが米国の最大の問題です。そして、ニクソン特別補佐官のキッシンジャーの頭に浮かんだのは、ソ連と激しく対立する中国。中国の力を利用して、ソ連の南下を防ぐ。そしてニクソンはキッシンジャーにいいました、「極秘裏に中国と接触せよ」。
中国　一方の中国、最大のリーダーである毛沢東の状況、1969年、冷戦が深刻になって、中国は文化大革命で大混乱。1969年末と言われていますが、ある共産党会議で、毛沢東、という常に自信に満ちた、傲慢とも言われるような指導者が、初めて弱音を吐く。「我々は孤立してしまった。どうしたら良いのか」と初めて会議で本音を漏らす。
それを聞いて、周恩来が動きます。文化大革命の中で極左勢力にやられて事実上失脚していた４人のベテランの元帥をそっと呼び寄せます。徐向前、聶栄臻、陳毅、葉剣英の4人を周恩来は極秘裏に招集した。で、諮問します。第一の諮問、「今の中国の対外戦略は正しいのか、間違っているのか？」4人が検討して答申します。「間違っています。我々は弱い、遅れているのに、なのに２つの超大国と同時に対立するとは、愚の骨頂だ。」と答申します。それを聞いて周恩来は２つ目の諮問をします。「それでは、今の中国にとって一番の脅威は米国なのか？ソ連なのか？」4人が検討して答えます。「今の中国にとって最も危険なのは7400Kmの国境を接するソ連です。」周恩来はこれを聞いて、結果を毛沢東に報告します。毛沢東は少し考えて周恩来に指示する。「極秘裏に米国と接触せよ」と命令するのです。
米国と中国で、同床異夢、同じようなことが起ります。それから周恩来・キッシンジャーの秘密外交が始まります。
ニクソン訪中　そして世界はアッと言った。1971年7月12日、米国と中国の政府は同時に、ニクソン大統領が訪中すると発表した。これは大変なことですよ。ただ単に米国と中国が対峙しているだけじゃない。米国にとって、中国は未承認国ですよ。国として認めていない、そこに米国の大統領が行くのです。こんなのはあり得ない。この発表は、中国は外交部のスポークスマンが発表した、同じ時間にね。米国はニクソンが自らテレビで発表した。
日本はアジアにおける米国の最大の同盟国。その国の総理大臣、佐藤栄作さんがこのニュースを聞いたのは発表する３分前です。３分前。1969年に佐藤さんが米国に行って、ニクソンと対中強硬政策、あれは何だったんだろう、完全に騙された。
それから、世界は雪崩を打って変化します。1971年10月の第26回国連総会では「中華人民共和国の議席回復、台湾の追放」を圧倒的多数で採択。これはニクソンの発表の後です。「中華人民共和国の議席回復、台湾の追放」ことここに至っても日本の代表は、この決議に反対に投票した。圧倒的に賛成を得て、中国は国連に復帰した。国際社会の中国承認が加速、中国は国際社会に正式に復帰。
日米安保条約「瓶の蓋」論　ニクソン訪中は1972年２月です。事実上米国は「台湾を捨て、中国を選んだ」のです。ただ米国は台湾にヒモをつけておくのは忘れなかった。それは国内法である「台湾関係法」を作り、台湾へのコミットを続けた。当時もちろんニクソン、キッシンジャーが北京に行って、いろいろな公式の会談をやった。その他に無秘密会談ってあるのです。いろんな問題がありますが、その１つは日本。何かというと、中国側がこういう問題を提起した。「これから、中国と米国は和解する。関係が良くなる。したがって日米安保条約は要らないだろう」つまり日米安保条約の対外的な機能は中国と日本なのです。「米中関係が良くなるのだから、もういらないでしょう」その時にニクソン、キッシンジャーがどう答えたか。あの有名な「瓶の蓋」論なのです。瓶があります、蓋があります、瓶は米国です、この瓶の中に日本がいます。蓋が日米安保条約です。日米安保条約が要らないというのは蓋を取ることです。蓋を取ったら、日本が中から飛び出してきて独り歩きしますよ。それでいいのですか？瓶の中に閉じ込めておいた方が安全なのか、瓶のふたを取って日本が独り歩きした方が安全なのか、どっちなのか？それから中国は「日米安保条約」もちろん賛成はしないけど、反対はしなくなった。これは秘密会談ですが。
日本の政界は大混乱　日本の政界は大混乱です。思いもしなかった。今まで米国にやらされていたけど、米国は梯子を外して、裏切った。佐藤政権は困った。世界の流れの中で、日中国交正常化はもう反対できない、中国承認は反対できない。そこで佐藤政権が出した方針は、日中国交正常化はやる、しかし台湾との関係は従来通り維持、つまり「２つの中国」。これは両方から非難された。冗談じゃない！国民党も共産党も「１つの中国」ですから。佐藤政権はどうにもならなくなって退陣です。
田中角栄政権（1972 – 1974）　　日中国交正常化実現
そしてポスト佐藤を争ったのは、田中角栄と福田赳夫です。田中角栄の公約は「早期日中国交正常化実現」
福田さんの公約は「日中国交正常化実現、しかし台湾との関係維持」です。結果は田中の勝利です。　
1972年7月に「田中角栄内閣」はできた。その2か月後に田中は大平を連れて北京に行った。つまり、田中首相は自民党の中でも国会の中でも日中国交正常化を何も協議してない。全く協議しないまま自分で北京に飛んだ。あとから聞いた話では、田中さんはその時なんの自信もなかった。自分が北京に行って、国交正常化ができる自信はなかった。でも行かなければできない。その時に田中さんが考えていた問題は３つです。１つは賠償問題、２つ目は台湾問題、日華平和条約があるんですからね。３つ目は日米安保条約と日米関係。
１. 賠償問題　先ず賠償問題、これはいろんな言い方があります。そして人命はお金には換えられません。けれども、あの日本の中国侵略戦争で中国が被った被害、これは中国が言ったのではなく、国際社会が言った、当時のお金で５００億ドル、今に換算したら天文学的になる。日本が焼け野原から立ち上がって、一息ついた時に、日本の外貨準備高は年間２０億ドル。毎年その20億ドルの半分を中国に賠償で返したら５０年かかる。そしたら日本の発展なんかありますか？田中さんは、中国がもし天文学的な賠償を要求してきたら、日本は到底受けられない。日本の経済は破綻する。
２. 台湾問題　もう１つは台湾問題。台湾との関係をどう関係づけ、どう解決するか。周恩来が日本側の立場をかなり配慮して、そして大平外相の決断で、こういう言葉になった。「日台条約は終了した」破棄ではない、終了です。事実上の破棄です。
　３. 日米関係　３つ目は日米問題。田中首相が一番びくびくしたのは、日中国交正常化に関して、日米関係を変えろと言われるのが一番怖かった。これを言われたらとてもできない。ところが中国は何も言わなかった。所謂「瓶の蓋」。この問題については何も言わなかった。
結びに代えて
つまり、こういう経過をたどって、日中関係が進んできた。１つは、日本側から言えば、各政権によって微妙に対中政策は違う。もう１つは、対中関係が悪くなった時に、民間の人たちが果たした役割は非常に大きかった。そういう歴史から私たちは学ぶことが大きかったということ。何を学ぶかはそれぞれに考えがあって。
ただ、私が個人的に残念なのは、私が日本の国内でも大事に思っているのは、今の日本、私は50年代、60年代のあの頃に似ていて、国交はあるけれども、危機的な状況にあります。しかし、民間の動きが鈍い。ほとんど何の動きもない。言い過ぎかも知れませんが、友好団体さえもない。
中国は今でも、民間交流は大事、民間交流は両国関係の基礎だと言っています。関係が悪ければ悪いほど民間交流を重視しなければいけないと言っている、でもそれをやっていない。私たちがイベントをする時、いろいろな邪魔が入って大変です。領事館や大使館の人たち、来てくださいと呼んでも来ない。地方の交流も止まっている。
もう１つ、もちろん国際情勢の状況も違いますが、かつての中国の首脳たち、党と政府の首脳たち、毛沢東も周恩来も含め、日中の民間交流が大事だと言ったら、自らその先頭に立った。特に周恩来、どれだけの日本人に会いましたか。あの人は世界を相手にしていたわけですから、記録によると、圧倒的に日本人に会っている。それも偉い人だけじゃない。一般の女性とか、青年とか、学生とか、漁民、農民、労働者、いろんな人に会っている。今の中国の人は民間の人には誰も会いませんよ。
つまり、当時の日本人の多くは周恩来が大好きだった。あれだけの人に会って、あった人がみんな言っているから。顔が見える、言葉がわかる、肌のぬくもりが伝わって来る。時にメディアに会って、自分の言葉で中国のことを説明する。それをやらなければ、民間人、特に普通の人には、決して会わない、メディアの取材にも応じない、そしたらどうやって親しみが湧くのか。まぁ、それ以上言いません。
　ただ、我々は我々の問題として捉えなければいけない。どうしてあの時はあれだけ厳しい状況の中で、多くの人が立ち上がって、命を懸けてやったのか。今、どうしてこれだけ冷淡なのか。やはりそれは我々が考えなければいけないと思います。すみません、大変とりとめのない、まとまりのない話でしたけど、一応ここで終わりたいと思います。ありがとうございました。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【 休憩 】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【 質疑応答・対談 】　　　　　　　　　　　　　　　　　司会進行　木村 知義氏 （北東アジア動態研究会主宰）

木村：これまでの西園寺さんのお話、皆さんもお気づきになったと思うのですけれども、「民を以って官を促す」というテーマを我々が考える時には、向き合っていく時には、日本の我々にとっては、近代以降の日本の歩みの歴史、とりわけ戦後の日本の歩みというものをきちんと理解し、意識し、それを踏まえていかないと「民を以って」の「民」の意味が我々にとってきちんと理解できない、認識できないということが、多分お話の非常に重要なところだと、私は感じながら伺いました。
　皆さんから事前にいただいた質問の中で、これは会場の皆さんだけではなくして、村田先生はじめ神奈川県日中の皆さんが重ねてこられた講座の中で、常に講座がある前に質問を受け付けて、それを確認して深めるということを重ねてきておりますので、この質問についてもやはりきちんと踏まえていきたいと思います。で、このお話が始まる時にも、少しお名前が挙がりましたけれども、今日は中国から日本にいらっしゃっている陳言先生を始めとして、私共はこれまで活字の媒体でお話を読む、私にとってはそういうことでしかなかったのですが、今日はこの会場に足を運んでくださった。なおかつこの事前の質問の中に、私は中国語がきちんと理解できるわけではありませんが、60年代70年代において、この「民」がとても重要な役割を果たした。そしてこれが日中関係に大きな影響を及ぼした、そしてこれ以降未来に向けても「民間」という力がとても重要になるのだ、というそういう意味合いの、そういう理解でよろしいでしょうか？私中国語できないですから、そういう風に読み取った。事前の質問と並んで、ここに先生のご意見をいただいているということを、まず冒頭にお話しておきたいと思います。本当に今日はありがとうございました。
　お話を伺いながら、私自身近代以降の歩みというものを、我々はきちんと認識しないと「民を以って官を促す」ということの意味をきちんと認識できないという、短いところに集約してしまって、決してきちんと集約できているわけではないのですが。
質問の中で「民を以って官を促す」というのはどういうところから出てきたのか、その背景は？という質問があったりして、これはどういう考え方なのか、という質問がありました。これは今日のお話で全て尽くされて、背景というものが全て解かったと、この質問の方にはご理解いただきたい。
最後に西園寺さんが触れられた、「我々は我々の問題として捉えなければならないと思う」」というこの一言。今どうしてこれだけ日本の、あるいはここでは中国と双方の問題意識も含まれているけれども、冷淡なのか、というお話がありました。日本の「民を以って」というものが民の変容というものを、私は西園寺さんのお話からも触発されて、なおかつ自身もずっと考えていて、かつての「民」というものと現在の日本の「民」の変化変容というものを、我々はもう少し深刻に考えなければいけないのではないかと、この辺についてもう少しお話を伺いたいと思いますが、どうでしょうか？
西園寺：すごく難しい問題だと思いますが。民の声、１つは世論、どれだけ世論を反映できるかは別として、各メディアがする世論調査、が一定の民の声を反映している。それがこの何十年かでものすごく変わってきた。いろんな理由があると思うが、中国をどう捉えるかということに関して、今多くの人はある種の脅威として捉えている。中国の発展、強大化というものが、日本に取って大きな脅威になると考え捉えている人たちが多いと思う。これは果たしてどうなのかということを、色々な面から考える必要があると思う。
よく聞かれるのは、中国の軍事力、と言ってもいろいろあるので軍事予算、国防費は日本の4.5倍もある、この数年間7％ぐらいずつ増えている。これは日本にとって脅威じゃないのか。という話をよく聞きます。でも１つの国が、軍事力が多いか少ないかという基準はない。相対的に考えないといけない。中国の軍事力が脅威だ、そうすると、例えば、日本は軍事力とは言わない、軍隊はないから防衛力ですが、軍事力は何のためにあるか、ということ。そうすると、どこの国も同じ答えが返ってくると思うが、軍事力は国民の生命と財産を守る、もう１つは国土を、領空、領海も含めて国土を守るために軍事力があると、皆そう言います。そうすると、中国の軍事力が日本の5倍だと大変だということになるが、中国の人口は日本の10倍、国土は26倍。これを相対的に見れば、日本の方がはるかに大きいと言える。問題は軍事力の大きいか小さいかではなく、その軍事力をどう使うかということ。中国を脅威だという人は、中国は軍事力を大きくして外に侵略すると言う人がいる。じゃ日本の国防費はどうなの？私思うのですけど、日本は米国の政策もあって、戦後一貫して日本はある程度軽武装だった。自分で武器も作らない。戦闘機も作らない。みな米国から供与される。そういう中で最近変わってきている。米国が相対的に弱くなってきた。米国が強ければ、日本の手なんか借りなくていい、日本には軍事力がなくても、俺が守ってやる。ある時期までそうだった。でも最近少し変わってきて、米国だけではどうにもならないから、日本も手伝えよと。そこで日本の防衛費も大分上がってきた。そこで、日本の防衛力というか軍事力が変わってきた。
それと、軍事力を言うには、仮想敵を作らなければならない。どこかに危険なものがあるから俺たちは準備しなければならない。そういう人たちにとって、『危険な北朝鮮』は必要、『強大化、拡張する中国』も必要、『侵略するロシア』も必要なのだ。大変だ、日本は危ない！だから軍備拡張して日本を守らなければならないというロジックだ。つまり『平和憲法』や日米安保条約締結後日本が一貫して守ってきた『日米安保条約には集団的自衛権はあるが、日本国憲法の制約上、発動する事はできない』という考え方は邪魔になるわけだ。
それから、もう１つは、私は、日本自身を考えるには、安保法制は１つの転機だったと思う。高市発言が問題になっていますが、「台湾有事は日本の有事」日本の存立に関わる。安保法制から言えば、日本の存立に関わる場合には、自衛隊を動員して、戦闘行為が許されている、というのが安保法制。かつて、日本は「満蒙は日本の生命線だ」と言った。つまり、「満蒙は生命線」ということは、あそこを押さえなければ、あそこを取られたら、日本の存立に関わる、ということですね。台湾で問題が起ったら日本の存立に関わる、どうしてか良く分からない。論理的に言えば、台湾で戦火が上がる、日本の存立に関わる、その前に自衛隊を動員する、自衛隊が戦闘行為をする方が先ということに、安保法制ではなっている。自衛隊を台湾海峡に送る、見物に行くわけではない、当事者はおそらく中国軍、台湾軍、米軍でしょ？米国はどうかかわるか分からない。自衛隊が行って誰と戦うのか、米軍と戦うわけじゃない、おそらく台湾と戦うわけでもない。中国軍と戦う、日本はその場合宣戦布告するのか、宣戦布告は憲法にない、でも、日本の存立に関わるからやって良いのだ、そうなったら、当然自衛隊が台湾海峡に行って中国軍と戦う、日中戦争。日本が中国を攻撃すれば、中国は日本を攻撃する権利がある。日本という国は戦争できますか？そういうことを考えてからやる。そういう問題を多くの人たちは考えない。右翼の人たちもよく言うけど、平和ボケ！平和があるのは当たり前。そんなこと起こるはずがない。というのが前提、だから考えない、しかし事態はどんどんと進んで行く。その繰り返しだと思う。ちょっと問題から少し外れたと思うけど。
木村：中国脅威論が日本を覆い尽くして、これが日本の我々の中国に対する認識をどこか歪めてしまうということが、民の変容の背景で、我々は忘れてはならない、こういう風にお考えなのか。
西園寺：日本と中国は違う国だから、制度も違うし、価値観も違うし、文化も違うから、矛盾が出てくるのは当たり前。それは自然なこと。今まで考えてみたら、日本と中国が非常にうまくWin-Winの関係でやってきたというお手本はある。中国が改革開放を始めた時に、日本はODA（政府開発援助）で相当中国を支援した。
もちろん借款ですが。あの時の低利借款、無償援助、技術援助を含めると、3兆7千億円、全世界の中国支援の69％、それが中国にとってどれだけ役に立ったか、特に初期。だから中国は日本のODAにものすごく感謝すべきです。ただそれは物事の半分であって、中国は日本を含めたいろんな援助とか借款とかを使って、自分でも努力して、あれだけ発展した。中国が驚異的に発展した、その一番の恩恵に与ったのは日本。日中国交正常化をした時の日中貿易は11億ドル、今3500億ドルです。日本にとって中国は一番の貿易相手。つまり中国が発展してお金持ちになった結果、日本は貿易でものすごく儲けた、もちろんお互いですよ、ものすごく恩恵を受けた。これは良いこと。日本がODAで援助して、中国が発展して、その結果日本が得をする。
　日本のODAは円借款です。中国が日本から円を借りる、その円で日本のものを買う、日本の企業大儲けです。それでよいのです。中国も良いものが入るのだから、これこそWin-Winです。だから中国の発展は、日本にとって良いことなのです。関係さえ良ければね。だから一生懸命関係を良くして、お互いを理解し合って、その上でお互いが発展して、お互いが良くなることは、お互いの利益に通じる、という風にどうして考えないのだろうか、ということですね。
木村：私はあれこれ言える立場ではないのですが、今おっしゃったことについては、メディアで仕事をしていたので、経済関係の方に今もお話を伺う機会がありますが、儲かったことを今日本で語る方はほとんどいませんね。本音を言う時には私も驚くのですが、死ぬほど儲かりました！と。ホントなのです。日本は中国との関係でこれだけ繫栄したのです。高市さん、昭和100年の時でしたか、「もはや戦後ではない」という言葉を、経済白書の言葉を引きましたが、あの言葉をなぜ引いたのか、我々は何気なく考えていますが、朝鮮特需でした。つまり戦争特需でもはや戦後ではないということになった。しかし、今の日本は停滞していますけど、日本の成長は中国との関係、戦争しないことによってこれだけの繁栄をしたということで、西園寺さんのお話をもう少し敷衍すれば、やっぱり私たちこれをきちんと声を大にして語る社会にしなきゃいけないなと思う。
もう１つ付け加えると、始まる時にこの質問票いただいただけなので、きちんとした読み込みになっていないのですけれども、やはり高市発言と台湾有事についての危惧ですとか、危機感ですとか、もっと言えば、こういう南西諸島の軍事化、自衛隊の長距離ミサイルの配備。いうところのスタンドオフミサイル、遠くから中国を攻撃できる、高市氏はそうは言わないですが、巡航ミサイル、トマホーク……今後どのような方策が必要か、あと、実は台湾有事という危機感は無視できないのではないかという意見と質問があります。
西園寺さんは今日のお話の中で、中国はそのような意図は持たないということを仰っているのですが、我々、１つだけ余計なことですが、安全保障、これどこに行った時も申し上げるのですが、安全保障の専門家の世界では良く言うのですが、脅威というのは簡単に解き明かせるのです。計算式「脅威＝能力×意思」なんです。能力と意思の積、掛け算なのですね。ということは、能力はできる、意思は相手をやってやろう。
で、ご質問の中に危機感も無視できないというお話が挙がってきていますが、無視できないかも知れません。実は西園寺さんのお話は、中国はそのように台湾有事を武力で起こしていくということを、原則として考えていないと私は理解しているのですけれども、仮に、そのことについて危機感を持つという方がいらっしゃいますね。簡単な話です。能力が、中国の軍事力がいかに高くても、意思が限りなくゼロだったら、これはゼロになる。ということは、また日中関係に戻ってきます。つまり、日中の関係において、中国が日本と戦争する意思がなければ、その脅威は限りなくゼロ。これは単純な、安全保障の専門家の計算式です。という風に考えれば、我々ここにいただいているご質問の中に、脅威をどうとらえていくかということについては、要は軍事力が大きいかどうかということについて、これをどう客観的に理解すべきか、ということは、今日すでに西園寺さんがお話になっていますので、本来的に中国の軍事力を強大、あるいは脅威にするかということは、これは我々できちんと理解できる話なんですが、仮にこのことを脅威と考える場合でも、場合でも、能力×意思ですから、掛ける意思の方を限りなくゼロに近づければ良いのですよ。それに対して我々がやるべきことは、まさに今日のお話の「民を以って官を促す」というこの力を我々がどれだけ持てるかということなのです。西園寺さんの今日のお話の私の理解です。
この中にメールの事前質問でいだいた方にもあるのですが、日本でよく聞かれるし、日本のメディアもよく書くのですが、じゃ中国に果たして「民」というのはあるのか。「中国の『民』は完全に官に管理されたものではないか」これも、ものすごく聞かれるのですが、これどう思われますか？
西園寺：中国は、99.99％は「民」。立派な国民。官僚とか政治家とか党のお役人以外は皆「民」。おびただしい数の「民」がいる。ただ民間組織はまた別ですよ。日本では日中友好協会は完全な民間です。中国には中日友好協会がありますが、完全な民間組織ではない。国から給料もらっているのだから。そういう違いはもちろんありますが、一般の、その辺を歩いている人は皆民です。
　私はね、さっきの話題に戻りますが、日本の人たちはどうして台湾に拘るのか。放っときゃいいじゃないですか。台湾は日本に関係ないことです。どの国も、かなり多くの国が、近代化のために内戦をやった。日本だって、米国だって、中国だって皆そうです。日本だって内戦やった、明治維新。明治維新の時に官軍と幕府軍が内戦をやった。どんどん幕府軍が負けていくわけです、で錦の御旗を立てた官軍がどんどん勝っていく、それでやがては大政奉還なのですけどね。逃げて、逃げて、逃げていった一部の人たちが、海を渡って、津軽海峡を渡って、函館近くの「五稜郭」に立て籠るわけですよ。榎本武揚や新選組副長の土方歳三とか。当然維新軍はそれを討伐して、日本を統一したい。もしあの時に、維新軍もまだ大した海軍も持っていない、もしあの時に世界の大国、大英帝国、米国、ロシアなどの軍が、あの五稜郭に立て籠もった一部を守って海軍を派遣したら、明治維新軍は津軽海峡を渡れませんよ。台湾も同じですよ。内戦、内戦で、台湾海峡を渡って逃げていった、それを大国が関わる、あれは内戦の延長線上にあるわけで、日本は関係ないのです。もちろん我々はあそこが平和的に解決してくれることを望んでいます。私もそうです。でも、どうやって、いつ解決するかは中国の人が決めることで、そこに自衛隊を派遣して戦争するのですか？そんなバカなことはないでしょ。日本人はさすがに戦争だけはしたくないという人が圧倒的に多いでしょう。だから、１つはお互いに他国の中のことには干渉しない。いろんな国がそれぞれ国内でいろんな問題を抱えているのですよ。もちろん中国だってそうです、香港問題。英国だってスコットランドの独立。米国だって黒人の差別問題などいろいろ。それを１つ１つお互いに干渉し合ったら大混乱です。国内のことは、問題かあったらその国が解決しなきゃいけないんです。香港問題であれだけ騒いでね、香港って中国の中の一部でしょ。問題があるなら中国が解決しなきゃいけない。台湾問題は内戦の延長線上にある問題で、中国自身が解決しなきゃいけない。
　偉いもので、50年代に中国の周恩来とインドのネルーが「平和五原則」というのを発表しました。２つの国の関係をいかにして制御するか。その中心問題は内政不干渉です。国と国はそれをお互いに守れば良くて、戦争にはならない。
木村：会場の中からいただいた質問を2件。
若者や女性、リベラル勢力が中心となって、護憲！戦争反対！高市辞めろ！軍事大国反対！の声が大きくなっています。しかし、このスローガン、問題提起では高市内閣に対抗し切れないと思います。今は中国は敵ではない、日中不再戦という世論を作っていくことが何より大切だと思います。どうでしょうか？
西園寺：日中友好運動は反戦平和運動から始まった。「日中不再戦」再び戦争はしない、から始まった。
木村：若い人たちの理解が足りないと思うが、この問題をどう思うか。
西園寺：歴史教育が大事。歴史を知ってもらう。
木村：歴史を知ってもらうためにも、教育に携わる先生方、今ものすごく難しい状況にあるかも知れないですが、やはり教育交流、中国に出かけてほしい、私は中国に行きながら、そのことを強く感じました。コロナの前までは日本の教育交流、非常に活発でした。中学、高校、小学校の先生方が中国に出掛けて、あるいは中国からも教育に携わる先生が来られて、日本の各地の学校を回って、教育交流が活発でしたが、コロナがあって、今途絶えています。今修学旅行や研修旅行も日本からはほとんど台湾です。台湾に行ったら分かります。日本の子供たち、高校生が溢れています。そういう状況ですから、今西園寺さんが若い人たちに歴史を学んでほしいということをおっしゃったことを敷衍して考えれば、教育に携わる皆さんが中国との教育交流、勇気をもって踏み出してほしいということも私の考えです。
ということで最後になりましたが、最後に一言、加えてこのことだけは重ねて皆さんに伝えたいということを。
西園寺：敢えて最後に憎まれっ子になりますが、私自身の反省も含めて、かつての友好運動や平和運動に比べて、今は、野党の劣化、労働組合の劣化、メディアの劣化、友好運動の劣化、これは事実です。我々友好団体ですから、我々の責任でもある。あの時たくさんの団体がすぐに集まって議論する。今7団体ありますが、一度も会議していない。この問題をどう解決するか、打開するか、すぐに集まって議論すべきです。そういう状況にない。残念ですが、それが現実です。そこから出発して立て直していかなければいけない。
　本当に悲観的になりそうなのは、若い人ほど右翼というか、保守的。この間の世論調査では、高市に投票するのは個人の自由だが、60代以上の人の支持率は下がっている、女性がうんと下がっている。でも下がらない。若い層、20代～40代の層がうんと押し上げている。でも、この人たちが日本の中心になっていくのですからね。
木村：ありがとうございます。
今日の会を持てたこと、zoomでの大勢の方の参加も含めて、意義を感じます。我々自身の問題として、私はこれを生み出した張本人ではありませんが、この日本の社会の状況に自分自身の責任を重く感じます。自分の力不足を含めて、私たち自身の問題としてこれをとらえていかないと、これを変えることはできないと思います。そのことを考えるにつけ、かつての人たちは命がけでこれに立ち向かったということを思います。
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